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昭和60 平成2 7 12 17 18 19 20（年）

（万人）

～ 雇用形態別雇用者数の推移 ～

(33.5%)

(66.5%)(67.0%)(67.4%)

(33.0%)
(32.6%)

(74.0%)

(26.0%)(20.9%)

(79.1%)
(79.8%)

(20.2%)
(16.4%)

(83.6%) (65.9%)

(34.1%)

非正規の

 

職員・従業員

正規の

 

職員・従業員

資料：総務省「労働力調査」

※平成12年までは「労働力調査特別調査」（2月調査）、

 

平成17年以降は「労働力調査詳細集計」（年平均）

高等教育段階を通じた職業教育の充実の方向性について（参考資料） 資料３

１
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1986 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 2001 2002 2003 2004

Off-JTまたは計画的OJTを実施

Off-JTを実施

計画的OJTを実施

～

 
企業の職業教育訓練実施率の推移

 
～

●

 

企業の職業訓練の実施状況を見ると、Off-JT、計画的なOJTのいずれも、１９９０年代の景気後退期以降に実施
率が減少。

(備考)1.   厚生労働省「民間教育訓練実態調査」(1986～98年)、「能力開発基本調査」(2000～2004年)により作成。 
　　　　2.  以下の調査年度は、項目ごとに調査を行っていないため、そのままつないでいる。 
　　　　　(1) 「Off-JTまたは計画的OJTを実施」は、1988～92年および99年  
　　　　　(2) 「Off-JTを実施」は、1987年、95～96年、98～99年  
　　　　　(3) 「計画的OJTを実施」は、1988～92年、95～96年および99年 
　　　　3.  両調査は調査方法等が異なるため、単純な比較はできないことに注意。 

資料：内閣府

 

国民生活白書（平成19年版） ２



～

 
労働費用計に占める教育訓練費の割合

 
～

●

 

労働費用計に占める教育訓練費の割合を見ると、１９９０年代の景気後退期以降に減少が見られるが、２０００年
代半ばにはやや上昇が見られる。

資料：内閣府

 

国民生活白書（平成19年版）
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0.40

1983 85 88 91 95 98 2002 2006

(％)

（年)

(備考)
1. 厚生労働省「労働者福祉施設制度等調査」(1983年)、「賃金労働時間制度等総合調査」(1985～98年)、「就

 
労条件総合調査」(2002～2006年)により作成。

2. 教育訓練費の割合は、常用労働者1人1ヶ月平均の教育訓練費/労働費用総額で算出。
3. 教育訓練費は、企業の教育訓練施設(一般的教養を高める目的で設置された学校は含めない。)に関する費

 
用、指導員に対する手当、謝礼、委託訓練に要する費用の合計額としている。

３



～

 
ＯＦＦ－ＪＴを受講した労働者の比率（雇用形態別）

 
～

●

 

企業の行う職業教育訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）を受講した労働者比率（平成19年）を見ると、正社員と非正社員の別により
差が見られ、また、産業や企業規模に応じても差が見られる。

資料：厚生労働省

 

能力開発基本調査（平成20年度） ４

（%）
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42.5
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34.9
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23.0
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総　数

【産業分類】

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

サービス業（他に分類されないもの）

【企業規模】

　30～49人

　50～99人

　100 ～ 299人

　300 ～ 499人

　500 ～ 999人

　1000～4999人

　5000人以上

正社員

非正社員



出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会

 
審議経過報告

 

（平成2１年７月３０日）

１．イギリス（イングランド）における職業資格と学位等の資格枠組み

～ 諸外国における職業教育及び資格枠組みの動向 ～

５



イギリス（イングランド）における職業資格と学位等の資格枠組み（2002.9~）

学術資格と職業資格の峻別が、社会的に負の結果をもたらしているという報告書※１が1997 年に出され、これに応じて政府は新しい資格

 
フレームワークの整備を進めてきた。イングランドでは1997 年にQCAが設立され、「全国資格フレームワーク（National Qualifications 
Framework：NQF）」を整備した。（「イギリスにおける地域人材の育成と認証システム」

 

小山善彦（2004）より一部抜粋）

 
※１

 

Report of the National Committee of Inquiry into Higher Education,July 1997(Dearing Report)

出典：

 

経済産業省（委託先：三井情報株式会社総合研究所）

 
「平成20年度「美と健康に関する技術者の人材育成のあり方に関する調査研究」報告書」（平成21年3月）より一部抜粋

英国NQF 学術資格

Level４

Level３

Level２

Level１

Level５

Level６

Level７

Level８

職能関連資格(VRQ) 全国職業資格(NVQ)

4・5GCSE 初級グレード VRQ（初級） NVQ１

4・5GCSE 上級グレード VRQ（中級） NVQ2

2+GCE・Aレベル VRQ（上級） NVQ3

高等教育・第１学位

ディプロマ/基礎学位

学士

修士

博士

NVQ５

NVQ４

用語注：

 
NQF:National Qualifications Framework 
QCA:Qualifications and Curriculum Authority 
GCSE:General Certificate of Secondary Education(中等学校修了一般資格：１６歳に受験するのが一般的) 
GCE:General Certificate of Education（大学入学資格：１８歳に受験するのが一般的）

 
VRQ：Vocation-Related Qualifications。もしくは、GNVQ:General National Vocational Qualification（一般全国職業資格）とも呼ばれる。

 
NVQ:National Vocational Qualifications

（英国（イングランド）における）全国資格フレームワーク（NQF）

６



イギリス（イングランド）における新しい資格枠組み（QCF）について

全国資格フレームワーク（NQF）及び全国職業資格（ＮＶＱ）は、２００８年からの「資格単位枠組み（QCF）」の本格実施に向けた移行作業

 
が行われている。QCFの導入により、学習者にとっては、学習方法等に関する選択の幅が広がり、それぞれのペースで、様々な媒体から、

 
それぞれに合致した方法により資格を得ることが可能となる事が期待されている。（２０１０年には主要職業資格について移行する予定。）

Qualifications and Credit Framework（QCF）の特徴

 
・

 

すべての資格は「レベル（難しさ）」と「学習量（単位数）」によって定められている（表１）。

 
・

 

すべての資格は、「ユニット」で構成されている（表２）。また、すべてのユニットは、必要な単位数を定めている。

 
・

 

すべての資格は、単位数に応じて、３種類のタイプに分類されている。（表３）。

レベル Award（1-12） Certificate（13-36） Diploma（37以上）
8
7
6
5
4
3
2
1

基礎

学習量（単位数）

レ
ベ
ル

表１．

 

Qualifications and Credit Framework（QCF）の構成 表３．

 

資格タイプの３分類

・３単位のユニットであれば、平均３０時間の学習

 
を必要とするユニットである、ということを示して

 
いる。

・レベル５の資格が１０ユニットを持ち、その単位

 
数の合計が32単位であれば、学習者はレベル５

 
の「Certificate」という称号を平均３２０時間の学

 
習によって得ることになる。

※１単位あたりの学習量は１０時間

資格タイプ 単位数 資格の特色と用途

Award 1-12

最小サイズの資格で、通常は１つのユニットだけで構
成される。初めて資格を取得する人や、職業分野へ
の入門者に適したタイプ。あるいは、職業訓練におい
て、１つのユニットだけの内容を学習させたい場合な
どに適している。

Certificate 13-36
中サイズの資格で、３ユニット程度で構成される。職
場の仕事でコアとなる複数テーマについて学習するの
に最適サイズの資格。

Diploma 37以上
もっとも大きなサイズの資格で、通常は必須ユニットと
選択ユニットで構成される。キャリアで必要となる多様
なテーマについて総合的に学ぶのに適した資格。

（例）
表２．

 

ユニットに表示されるべき内容

出典：小山善彦

 
「イギリスの資格履修制度-資格を通しての公共人材育成-」(2009) より抜粋

７

表示項目 内容

タイトル ユニットの内容を正確に示す記述

レベル
ユニットによって達成される学習アウトカムのレベルの設定。QCF共
通基準（９レベル）を参考に決定。なお、このレベルはユニットに帰
属するもので、資格全体のレベルとは関係がない。

単位数
ユニット履修者に与えられる単位数。１単位は１０時間の学習時間
が基準。

学習アウトカム 学習者が習得すべき知識、理解度、能力（できること）の記述。

評価基準
学習アウトカムを達成していることを証明するために、学習者が満
たすべき標準の設定。ただし、具体的なアセスメントの方法やツー
ルについての記述は含めない。



ユニットタイトル 単位数

グループA：

戦略的マネージャーとしての自己成長 6
戦略的なパフォーマンス・マネージメント 7
資金的なマネージメント 7
戦略的な情報マネージメント 9
戦略的マネージメントの実践 10
組織としての進路 9

グループＢ：

資金計画 6
戦略的なマーケティング 6
戦略的なプロジェクト・マネージメント 6
組織改革 7
戦略的なプラニング 9
人事計画 8
戦略的リーダーとなるために 7
戦略的リーダーシップの実践 7

表４．

 

CMI資格「Level 7 Strategic Management and 
Leadership」のユニット構成と単位数

表５．

 

「Level 7 Strategic Management and Leadership」を構成する

 
１つの必須ユニットの学習アウトカムと評価基準

出典：小山善彦「イギリスの資格履修制度-資格を通しての公共人材育成-」(2009) より抜粋

職能資格の開発および授与に責任をもつのは、Awarding Body（以下、「授与団体（AB）」とする。）であり、現場での資格教育や研修を担

 
当するのは、「センター」あるいは「プロバイダー」と総称される団体である。

資格とユニットの関係を見るために、ある授与団体（Charterd Management Institute）が開発した資格について以下に例示する（表４・表５）。

Qualifications and Credit Framework（QCF）の資格例について

８

・ユニットタイトル Personal development as a strategic manager
(戦略的マネージャーとしての自己の成長)

・ユニット目的
戦略的レベルにおいて効果的な運営を行うために、マネージャーとして身
に付けるべきリーダーシップ技術の習得

・レベル 7

・単位数 6

・学習アウトカム 評価基準

１　戦略的な目的
(ambitions)を達成す
るために必要な自己
のスキルを明確にで
きる

1.1組織としての戦略的な進路を分析できる
1.2　組織としての戦略的目的を達成するために、リーダーとして身につけ
るべき戦略的スキルが判断できる
1.3　戦略的目的を達成するために、既存の技術、必要とされる技術、そし
て将来の技術の関係を評価できる

２　戦略的目的の達
成に貢献できるよう
に、リーダーとしての
自己の成長を管理
(manage)できる

2.1　リーダーシップ能力養成のための機会についての分析ができる
2.2　リーダーシップ能力養成のための個人的開発プランを作成できる
2.3　この開発プランを実践に移すためのプロセスを立案できる

３　リーダーシップ能
力開発プランの効果
を評価できる

3.1　開発プランの目的に照らし、どのようなアウトカム（成果）が得られたか
の評価ができる
3.2　このアウトカムが、組織としての戦略的目標にどのようなインパクトを
与えたかの評価ができる
3.3　リーダーシップ能力開発プランのレビューおよび更新ができる

４　質を重視する組織
文化を醸成するため
に、健康的で安全な
組織環境を促進でき
る。

4.1　組織および個人としての健康・安全面での責任体制が、組織にどのよ
うなインパクトを与えているかの評価ができる
4.2　組織としての質文化が、組織としての戦略的目標の達成にどのように
影響を与えているかの予測ができる



イギリス（イングランド）における職能資格についての関係団体の相互関係

職能資格の開発および授与に責任を持つ授与団体（AB）は、約１５０存在し、専門職団体として特定分野の資格だけを提供する場合もあれ

 
ば、広く多様な資格を扱う場合もある。最近では、企業の研修部門が授与団体（AB）となり、職員の職業訓練に資格を提供する場合もある。

現場での資格教育や研修を担当する「センター」、あるいは「プロバイダー」と総称される団体は、多くは継続教育カレッジ（Further 
Education College）だが、その他にも大学、民間の職業訓練会社、市民団体、あるいは市役所などの場合もある。

「センター」は、授与団体によって認可・監督される。また、「センター」に雇用される講師がユニットの授業や成績評価を行うが、成績評価に

 
ついての最終的な責任は、授与団体が負うため、授与団体は外部検証者を派遣し、「センター」の質保証システムをチェックしている。

出典：小山善彦「イギリスの資格履修制度-資格を通しての公共人材育成-」(2009) より一部抜粋

学習者

講師

授与団体（AB）※１

・

 

センターの認可と支援

・

 

外部検証者／試験官など

 
の任命、プロセスの質保証

・

 

職能基準（National Occu- 
pational Standards）をもと

 
に資格を開発、提供

評価者

内部検証者

センター

・

 

学習や資格へのアクセスの提供

外部検証者

・ センターの

 
質保証と支援

制度上、あるいはビジネス目的での恒常的なコンタクト

情報収集および検証のためのコンタクト

監督機関

・

 

授与団体の認可とモニタ

 
リング

・

 

質基準を満たした資格を

 
認証

・

 

公的助成の対象となる資

 
格の推薦

Learning and 
Skills Council

・

 

コース学習のための助成

 
提供

※１

 

通常、ABは特定分野の関係者および教育関係者で構成

 
※２

 

SSC:Sector Skills Council（セクター技能カウンシル）

 
政府の担当省からライセンスを受け、業界代表によって運営されている民間団体

SSC ※２などの

 
セクター団体

・

 

職業基準の定義、開発およ

 
び設定

出所：Monitoring of Vocational Qualifications Annual Report(2005)より作成

９



出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会

 
審議経過報告

 

（平成2１年７月３０日）

２．ドイツにおける職業資格と学位等の資格枠組み
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出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会

 
審議経過報告

 

（平成2１年７月３０日）

３．スコットランドにおける職業資格と学位等の資格枠組み

１１



出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会

 
審議経過報告

 

（平成2１年７月３０日）

４．オーストラリアにおける職業資格と学位等の資格枠組み

１２



～

 
生涯職業能力開発体系

 
（雇用・能力開発機構）～

●生涯職業能力開発体系とは、「仕事を行うために必要な職業能力である知識及び技能・技術を明らかにし、さらに
この職業能力の教育訓練をどのように進めるかについて段階的かつ体系的に整理したもの」

研修の体系

仕事の体系 仕事のレベル

 

（難易度、専門性、

 

重要度等）

・・・職務分析データ（４５業種

 

約１２００職務）
業種

部門 職務 仕事

作業

・・・中分類（例）

１３



～

 
職業能力評価基準

 
（厚生労働省

 
中央職業能力開発協会）～

●職業能力評価基準とは、「企業や団体において、労働者が発揮することを期待される仕事上の成果につながる行動
と、そのために必要な技能・技術及び知識を職務別に記述したもの」

全体構成（様式1）

能力ユニット一覧
（様式2）

職業能力評価基準
（様式３）

１４
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